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＜総説＞

抄録
環境省「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」は，胎児期及び小児期の環境要

因，特に化学物質への曝露が子どもたちの健康や発達にどのような影響を与えるのかを明らかにする
ことを目的として，2011年から実施している大規模な出生コホート調査である．その背景には，近年，
子どもたちの中で増加している健康問題と，身の回りで使用される化学物質の増加をはじめとした環
境影響についての懸念がある．特に胎児期から小児期は環境影響に対して脆弱であるため，子どもの
健康を守るための環境政策の実施が緊急の課題とされ，世界各国で子どもに注目したコホート調査が
立ちあげられている．エコチル調査は，国立環境研究所内に置かれたコアセンターの総括的管理・運
営のもと，全国 15 地域の大学等に設置されたユニットセンターにおいて調査を遂行している．2011
年から2014年までに約10万人の妊婦，約5万人の子どもの父親，約10万人の出生児が登録され，現在，
子どもが40歳程度になるまで調査を継続する方針となっている．定期的な質問票調査，診察記録収集，
医学的検査，発達検査，環境調査に加えて，生体試料として血液・尿・毛髪・母乳・脱落乳歯等を収
集し，多様なデータを蓄積している．本稿では，エコチル調査の計画，データの収集と管理について
概説するとともに，研究とその成果の一部を紹介する．

キーワード：出生コホート，エコチル調査，子ども，健康，環境

Abstract

The Japan Environment and Childrenʼs Study (JECS) is a large-scale birth cohort study conducted since 
2011. This study aimed to determine how environmental factors, particularly exposure to chemicals during 
fetal and childhood periods, affect childrenʼs health and development. In recent years, increasing health 
problems among children have resulted in growing concern about the impact of the environment, especially 
regarding the increasing amounts of chemical substances in childrenʼs surroundings. As children are partic-
ularly vulnerable to environmental impacts during their fetal and childhood periods, the implementation of 
environmental policies to protect their health is considered an urgent issue. Several cohort studies focus-
ing on children have been conducted worldwide. Approximately 100,000 pregnant women, 50,000 fathers 
of children, and 100,000 newborns were registered in the JECS between 2011 and 2014. Currently, the 
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I．はじめに

環境省「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ
チル調査）」は，2011 年から実施している大規模な出生
コホート調査である．エコチル調査は，胎児期及び小児
期の環境要因，特に化学物質への曝露が子どもたちの健
康や発達にどのような影響を与えるのかを明らかにする
ことを目的としている．その背景には，子どもの環境保
健に関する国際的な懸念がある．近年，子どもたちの中
では，ぜん息，鼻炎や食物アレルギー等のアレルギー疾
患，自閉症や注意欠陥多動性障害等の精神神経発達遅延，
肥満や耐糖能異常の増加等の健康問題が見られ，その要
因の一つとして，身の回りで使用される化学物質の増加
をはじめとした環境の影響が関係している可能性が指摘
されている．特に，乳幼児や小児は，神経系が急速に発
達する段階にあり，代謝・排泄機能が未熟であることに
加えて，大人よりも食事・水・空気の体重当たり摂取量
が多く，化学物質の影響を受けやすいという特徴がある．
G8 環境大臣会合において，科学的知見に基づいて環境
汚染から子どもの健康を守る必要性が示され[1]，世界
各国で子どもに注目したコホート調査が立ちあげられて
いる．

エコチル調査の特徴として，1）10 万人の妊婦が登録
した大規模調査であること，2）胎児期から子どもを長
期間追跡すること，3）妊娠期から生後にわたり，幅広
く生体試料を採取し，曝露評価を行うこと，4）化学物
質以外の環境要因についても幅広く情報を収集すること
が挙げられる．子どもの出生数は約 100,300 人，参加を
継続している子どもが約 93％（2023 年 7 月現在）とい
う継続率の高さも含め，世界的に注目されている調査で
ある．エコチル調査では，長期にわたり質問票，診察記
録，検査，試料採取を実施し，多様なデータを蓄積して
いる．本稿では，エコチル調査の計画，データの収集と
管理について概説するとともに，研究とその成果の一部
を紹介する．

II．エコチル調査の概要

1．調査の目的
エコチル調査は，環境要因が子どもの健康に与える影

響を明らかにすることを目的としている．特に，「胎児
期から小児期にかけての化学物質曝露をはじめとする環

境因子が，妊娠・生殖，先天奇形，精神神経発達，免疫・
アレルギー，代謝・内分泌系等に影響を与えているので
はないか」という仮説（中心仮説）を解明し，適切なリ
スク管理体制の構築につなげ，子どもが健やかに育つ環
境の実現を目指している．化学物質の曝露以外にも，遺
伝要因，社会要因，生活習慣要因など，さまざまな要因
について調査を行っている．

2 ．調査期間
エコチル調査の当初の基本計画[2]では，調査対象を

妊娠中から 12 歳までとし，その後の調査継続について
は，研究成果・社会の要請・継続率などを勘案して判断
することとしていた．2022 年に開催された「健康と環
境に関する疫学調査検討会」において，13 歳以降も調
査を展開する必要性が示され[3]，40 歳程度までの調査
実施に向けた基本計画[4]を策定する方針が定められた．
これにより，2023 年から 13 歳以降の調査継続について
の同意取得手続きを開始した．

3 ．調査体制
次の機関が共同して調査を遂行するとともに，収集

データを用いた研究を実施している（図1）．
・コアセンター（国立環境研究所）

調査の総括的な管理・運営を行う．データの集積，デー
タシステムの運営，生体試料の保存・管理と分析，各種
マニュアルの作成，調査全体の中央事務局としての役割
を担う．
・ メディカルサポートセンター（国立成育医療研究セン

ター）
臨床医学の専門的立場からコアセンターを支援する．

健康関連アウトカムの測定方法の策定とマニュアル作成，
測定法の指導等の役割を担う．
・ユニットセンター（全国15地域の大学等に設置）

調査対象者の募集，同意取得，データの収集等，調査
対象者と直接的に関わる業務とデータシステムへの登録
業務を担う．

4 ．研究方法
・調査参加者の登録
各ユニットセンターが設定した調査地区に居住する妊

婦を対象とし，産婦人科医療機関と自治体の母子手帳交
付担当部署の協力を得て参加登録を行った．2011 年 1 月

JECS plans to continue collecting data until the children become 40 years of age. In addition to data from 
questionnaires, medical records, medical examinations, assessments of neuropsychiatric development, and 
environmental measurements, various biological samples including blood, urine, hair, breast milk, and baby 
teeth were collected. This paper outlines the plan for JECS, with a particular focus on data collection and 
management and presents some of the research and its findings.

keywords: Birth cohort, JECS, child, health, environment
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から 2014 年 3 月までの 3 年間，参加者の募集と説明・同
意手続きを行い，約10万人の妊婦（母親），約5万人のパー
トナー（父親）および約10万人の児が登録された[5, 6]．
・調査の枠組み

すべての参加者を対象とする全体調査のほか，一部の
参加者を対象とする詳細調査と追加調査がある．詳細調
査は，各ユニットセンターで 2 年目以降に登録された参
加者から無作為に選ばれた約 5 千人を対象とし，対面式
で詳しい調査（環境調査，医学的検査，精神神経発達検
査）を継続的に実施している[7]．追加調査は，各センター
が独自の計画，予算に基づいて行うもので，環境省の承
認を受けて実施する．
・質問票調査（表1）

妊娠中から産後 1 か月まで母親と父親を対象とした自
記式質問票調査を行い，生後 6 か月からは子どもの保護

者の回答による調査を郵送で行っている．10 歳からは
子ども本人の回答による調査も実施している．13 歳以
降は，子どもと保護者に対してインターネットを介し
たWEB質問票調査を年数回実施する．質問票調査では，
成長記録，健康，心理・発達等のスクリーニング検査，
食生活，日常生活，育児状況，生活・家庭環境等，幅広
い情報収集を行っている．
・診察記録の収集，疾患情報登録（表1）

妊娠中から産後 1 か月までの情報については，医療機
関の医師・看護師やスタッフ，あるいは研修を受けたリ
サーチコーディネーターが診察記録の転記を行った．ま
た，疾患情報登録として，子どもが診断を受けた一部の
疾患について，かかりつけ医療機関から治療経過等の情
報を収集している．
・検査および試料の収集

妊娠中から産後 1 か月までの期間に，産婦人科医療機
関の協力のもとで，母親・父親の血液，臍帯血，新生児
の血液（濾紙血），母親の尿，母親と児の毛髪，母乳を
採取した（表2）．小学4年時には脱落乳歯の収集を郵送
法で行っている．小学 2 年時と小学 6 年時に実施する学
童期検査では，各ユニットセンターが設置した会場にお
いて，身体測定，精神神経発達検査，血液（小学6年のみ）
と尿の採取を行っている（表2，表3）．

詳細調査では，環境調査としてユニットセンターの担
当者が調査参加者の家庭を訪問し，室内外の空気中ガス
状物質・浮遊微粒子量の測定，ハウスダストの収集等を
行った．医学的検査では，各ユニットセンターが医療機
関の協力を得るか，会場を設置して，医学的検査での計
測・診察および血液・尿の採取と精神神経発達検査を実
施している（表2，表3）．
・試料の保管・分析

収集した試料は，回収・検査業者が運搬し，コアセン
ターあるいは外部施設において保管および分析（生化学
検査，免疫学的検査，ホルモン関連物質測定，化学物質
測定，遺伝子解析等）を実施している．化学物質曝露評
価については既報を参照されたい[8]．乳歯の分析では
近年開発された新しい手法により，胎児期から生後 1 年
くらいまでの元素等の曝露状況を経時的に分析する．

図1 　エコチル調査の調査対象地域とコアセンター，メ
ディカルサポートセンター，ユニットセンター

表1　エコチル調査で収集する資料
資料 対象・記入者 時期

質問票 母親 登録時，妊娠中・後期，産後1か月
質問票 父親 登録時
質問票 子ども（保護者記入） 6か月～6歳： 6か月毎

7歳～12歳： 1年毎
小学1年～6年（学年質問票）： 1年毎

質問票 子ども（本人記入） 10歳～12歳： 1年毎
診察記録 医師・医療機関スタッフ・リサーチコーディネーター 登録時，出産時，産後1か月
疾患情報登録 医師・医療機関スタッフ 随時

13歳以降は子どもと保護者それぞれが回答するWEB質問票を年数回実施予定
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III．エコチル調査におけるデータの収集と管理

1．データ管理システム
全てのデータは，コアセンターが管理するデータセン

ターに置かれるデータベースサーバに保管され，一元管
理されている．データベースサーバには個人情報に関す
るデータベース，収集された情報等の匿名化されたデー
タベース，並びに両者を関連づける連結テーブル（対応
表）が独立して保存されている．コアセンター，メディ
カルサポートセンター，および各ユニットセンターには，
IPsec-VPN回線（暗号化によりセキュリティを確保して
インターネットで通信する仕組み）でデータセンターと
接続した端末を配置して，データの登録，更新等の業務
を行っている．

2 ．収集データの入力
収集データには，①ユニットセンターが収集する帳票

データ（質問票，診察記録，疾患情報登録，検査記録），
②試料の生化学検査，化学分析データがある．①の帳票
データについては，ユニットセンターの担当者がOCR装
置で読み取りまたは手入力を行い，入力内容を確認した
上でデータ管理システムに登録するとともに，質問票等
の画像イメージをPDFファイルとして保存している．②
の生化学検査，化学分析データについては，コアセンター
の担当者が各測定結果の電子ファイルからデータ管理シ
ステムに登録している．

3 ．帳票データのクリーニング
データの質を担保するため，①ユニットセンターでの

逐次クリーニング，②コアセンターによる一斉クリーニ
ング，③固定データ作成のためのデータクリーニングが
行われている．一部の項目については，記入した参加者
への再確認を行っている．コアセンターは，データの論
理・範囲チェックを行い，エラーや未確定データについ
てユニットセンターに再確認・修正の依頼を行っている．
また，各ユニットセンターが収集したデータの欠測，理
論値外の値について，定期的にモニタリングを行い，系
統誤差が疑われる場合は，ユニットセンターにおける作
業手順の確認と対応を行うこととしている．

4 ．試料の測定と保管
各種の生体試料（血液，尿，毛髪，母乳，脱落乳歯）

および環境測定試料の測定についてはコアセンターが測
定法や精度についての計画を策定し，受託分析機関に分
析を依頼しており，測定方法と精度管理計画の遵守を確
認するためのモニタリングを行っている．すべてのモニ
タリングが終了した測定結果について，データ固定が行
われる．生体試料の一部は，当初の計画策定時に想定さ
れなかった分析等の必要に備えて，コアセンター内の長
期保存施設で保管している．

5 ．固定データの作成と管理
コアセンターは，データクリーニングが終了した情報

を用いて，二重匿名化した固定データを作成し，データ
ベースサーバに保管している．固定データには，スコア

表2　エコチル調査で収集している生体試料
試料 対象 時期

血液・尿 母親 妊娠前期，妊娠中・後期
血液 母親 出産時
血液 父親 産後1か月までに1回
臍帯血 子ども 出生時
ろ紙血 子ども 出生後入院時
毛髪 母親 出産入院時
毛髪 子ども 出生後1か月
母乳 母親 出産後1か月
尿 子ども 小学2年学童期検査時
脱落乳歯 子ども 小学4年
血液・尿 子ども（詳細調査） 医学的検査時（2，4，6，8，10，12歳）
血液・尿 子ども 小学6年学童期検査時

表3　詳細調査・学童期検査（生体試料以外）
検査 時期 内容

詳細調査
　環境調査 1.5歳，3歳 空気中ガス状物質・浮遊微粒子測定，ハウスダスト，室温
　医学的検査 2，4，6，8，10，12歳 身体計測，バイタルサイン，身体所見
　精神神経発達検査 2，4，8，10，12歳 新版K式，コンピュータ利用，WISC

学童期検査 小学2年，6年 身体計測，精神神経発達検査

詳細調査（精神神経発達検査）の内容は，実施時期によって異なる
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化して使用する尺度について新たに作成された計算値の
データも含まれる．固定データの利用にあたっては，コ
アセンター，メディカルサポートセンター，各ユニット
センターの研究者がデータ利用申請を行い，許可された
者にのみ固定データが配付される．各センターにおける
固定データ利用者と固定データの配付状況および所有状
況は，センター内の情報管理責任者が管理し，コアセン
ターに報告している．

6 ．個人情報に関するリスク管理
各センターにおいて，データセンターにアクセスする

端末の設置場所や個人情報を扱う場所について，厳重な
入退室管理を行っている．また，コアセンターは，各ユ
ニットセンターにおける個人情報管理状況について，定
期的にヒアリングを行い，対応している．

IV．調査運営のための体制と取り組み

1．運営体制
エコチル調査の運営体制を図 2 に示す．調査の進捗と

実施内容については，環境省が設置する企画評価委員会
での評価とコアセンター内の運営委員会への指導・助言
が行われている．コアセンターでは 5 つの専門委員会と
倫理問題検討委員会を設置し，ユニットセンターのメン
バーも交えて，調査運営に関する諸課題について検討を
行っている．

2 ．調査計画の策定
化学物質曝露評価はコアセンター曝露評価専門委員会

において検討，健康アウトカムやその他の調査内容は，
メディカルサポートセンターの専門プロジェクト会議で
起案し，医学的検査ワーキンググループと質問票作成
ワーキンググループにおいて検討した上で計画を策定し
ている．さらに，本体調査よりも先行して小規模なパイ
ロット調査を行い，調査の実施可能性や調査手法を確認，
適宜修正を施し，本格的な調査における手法の確立につ

なげている．

3 ．調査の運営
出生コホート調査においては，長期にわたり定期的に

調査を実施し，子どもの成長段階に応じて新たな調査や
検査が加わる．コアセンターは，質問票と診察記録の回
収・登録，生体試料収集，検査に関するマニュアルを作
成し，ユニットセンターが調査実施の役割を担っている．
また，コアセンターは定期的に協議会，研修会，実務担
当者会議を開催し，調査内容や進捗状況，インシデント
事例と対策等についてユニットセンターと協議および情
報共有を行っている．メディカルサポートセンターは，
医学的検査のマニュアル案を作成するとともに，正確か
つ安全で子どもの負担の少ない検査を実施するための研
修や支援を行っている．調査協力の維持や円滑かつ安全
な検査実施は，各ユニットセンターの工夫や努力による
ところが大きい．調査実施に関わる具体的な課題や工夫
について，ユニットセンター間でも情報交換会や視察を
行い，各ユニットセンターでの運営に生かしている．

4 ．データ利用と研究体制
エコチル調査のデータの利用と成果発表については，

エコチル調査の論文として記載内容の一貫性と一定の質
を担保するためのルールが定められ，データを利用する
研究者は，定期的に研修を受けることが義務付けられて
いる．コアセンター，メディカルサポートセンター，全
国のユニットセンターに所属する多数の研究者がデータ
を利用して，成果発表に向けた研究を行っている．中心
仮説など重要な研究課題の成果発表の促進や，論文の課
題重複を避けるための確認と調整が行われている．

化学物質曝露の健康影響（中心仮説）を扱う研究に関
しては，中心仮説解析計画検討ワークショップにおいて，
研究者が一同に会し，研究計画や成果発表に向けた課題
についての議論が行われている．特に重要な課題につい
ては，共著者にコアセンターの研究者が入り，研究デザ
インや解析計画，解釈等に関与している．中心仮説だけ

図2　エコチル調査の運営体制
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ではなく，いずれの研究課題においても，各センターの
研究者により執筆された論文原稿について，論文投稿前
に所定の審査を受け，承認を得た後に投稿する流れと
なっている．

V ．調査参加者の協力維持に向けた課題と取り
組み

長期間追跡調査を行うコホート研究では，調査参加者
からの協力を継続して得ることが極めて重要である．研
究倫理においては，参加者が受ける利益と不利益が考慮
されるが，出生コホート研究では，データから成果を得
て環境保健に生かすまでに長い期間を要するため，研究
成果を調査参加者に直接的に還元して参加者の利益とす
ることには限界がある．質問票調査や検査への協力に対
しては，調査負担に応じた謝礼等が支払われるが，金銭
的な補償だけでは参加者の協力意識を維持することは難
しい．このような課題を克服するため，調査全体や各ユ
ニットセンターにおいてさまざまな取り組みが行われて
いる．

1 ．検査結果の返却
血液を用いた生化学検査や，詳細調査におけるアレル

ギー検査，ビタミンDや甲状腺機能検査などの個別の結
果について，結果の説明とともに参加者に送っている．
子どもの血液検査や精神神経発達検査の結果が受診を促
すレベルであった場合には，保護者に連絡を取り，受診
状況の確認や勧奨を行っている．数年に 1 度行われる子
どもの食事調査については，個別の栄養摂取状況などの
簡単な結果を各家庭に送付している．

2 ．検査の負担軽減
2 歳時から始まる医学的検査や小学 6 年の学童期検査

では採血を含む検査が行われる．診療行為ではなく調査
のためにボランティアとして協力を得て行う検査である
ため，子どもに対しては，子どもケア担当者による丁寧
な説明やディストラクション（子どもの注意を採血から
そらす工夫）が行われている．

3 ．参加者コミュニケーション
環境省，コアセンター参加者コミュニケーション専門

委員会や各ユニットセンターでは，調査参加者に調査内
容や調査の意義への理解を深めてもらうこと，社会貢献
としての意識を高めてもらうこと，個人情報保護や負担
感など調査に対する不安を軽減してもらうことを狙って，
パンフレット等による成果の紹介や，ニュースレターあ
るいは動画配信等による情報提供を行っている．ユニッ
トセンターでは，対面やWEBでの参加型イベントや動
画配信等により，参加者の生活や健康管理に役立てても
らえるような情報提供や双方向コミュニケーションを図
るなど，独自に取り組みを行っている．現在，エコチル

調査に参加している子どもたちは9～ 12歳で，子どもた
ちが自分の意思で調査に協力するか否かを考えられるよ
うになる一方で，思春期を迎えて精神的・身体的に不安
定になりやすい時期に差し掛かっている．そのため，マ
ンガや子どもにわかりやすい形での調査の説明，成果の
紹介や情報提供のほか，子どもが楽しめるようなグッズ
や冊子の提供などの取り組みも行われている．各ユニッ
トセンターにおける取り組みについては，PDCA（plan-
do-check-act）サイクルによる自己評価と改善，ユニット
センター間での情報共有も行われている．

VI．エコチル調査の成果発表

エコチル調査の全国データを用いた論文は，固定デー
タを利用して執筆される．2023 年 8 月現在，4 歳時まで
のデータが固定されている．エコチル調査のデータを
用いた研究は，II－ 1．で述べた中心仮説を解明する課
題と中心仮説以外の課題に分けられる．2023 年 8 月現在，
全国データを用いた原著論文は約 390 編，うち中心仮説
課題は 40 編余りが公表されている．エコチル調査の成
果発表については，環境省のホームページ[9]，および
国立環境研究所のホームページ[10]に一覧が掲載されて
いる．本稿では，参加者のプロファイルに関する論文お
よび筆者が関わった研究について，一部を紹介する．

1 ．参加者のプロファイルに関する論文
参加者の基本情報，疾患，化学物質曝露の分布等を記

述したプロファイル論文が約 20 編公表されている．全
国規模の出生コホートのデータを用いた結果は，概ね，
日本の妊婦と子どもの現状を表すと考えられ，重要なエ
ビデンスとなる．ただし，人口ベースの調査ではないた
め，収集方法に由来する偏りが発生している可能性につ
いて考慮する必要がある．
・基本情報

母親・父親・出生児について，基本情報の集計データ
と厚生労働省による人口動態統計との比較が行われ，母
親と児の基本情報は人口動態統計の情報とほぼ一致して
いた[6]．妊婦の産科・分娩合併症の頻度は，日本周産
期統計から公表された同時期の妊娠合併症の統計とほぼ
一致していた[11]．これらの結果から，エコチル調査の
データは概ね日本の出産状況を反映していることが示さ
れた．
・妊婦と子どもの健康

母親については，妊娠初期（妊娠 13 週以下）と妊娠
中期（妊娠 22 ～ 27 週）の生化学検査（白血球数，赤血
球数，ヘモグロビン値，ヘマトクリット値，平均赤血球
容積，平均ヘモグロビン量，赤血球中の平均ヘモグロ
ビン濃度，血小板数，HbA1c 値，総コレステロール値，
LDL コレステロール値，HDL コレステロール値，遊離
コレステロール値，中性脂肪値，血清総タンパク，アル
ブミン値）を集計し，検査結果は，日本産婦人科学会の
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ガイドラインにおける標準範囲と概ね一致していること
が示された[12]．

先天性形態異常のデータは，出産時と 1 ヵ月時の診療
記録から，環境暴露との関連性に基づく 61 種類を収集
した[13]．一つのユニットセンターで行った再評価の結
果，一定の妥当性が確認されたが，臍帯ヘルニアについ
ては転記ミス（臍ヘルニアとの混同）が想定され，使用
すべきでないことが判明した．

質問票を用いたアレルギー疾患の調査では，医師の
診断を受けた疾患の有無とInternational Study of Asthma 
and Allergies in Childhood (ISAAC)に基づく評価を行って
おり，評価方法により有病率の違いが認められる．3 歳
までのアレルギー疾患，免疫疾患の有病率をまとめた
プロファイル論文によると，保護者回答による即時型
食物アレルギーの有病率は，1 歳，2 歳，3 歳でそれぞれ
7.6％，6.7％，4.9％であった．原因食物は鶏卵，牛乳の
順に多く，既報と一致していた．川崎病は，1歳と3歳で，
それぞれ0.3％と0.4％ であり，川崎病全国調査の結果と
同様の有病率であった[14]．

詳細調査参加者約 5 千人の児を対象とした 2 歳時の医
学的検査で測定した血圧と血清 25 ヒドロキシビタミン
D（25(OH)D）について論文が公表されている．血圧
は，聴診法による 3 回測定の結果から男女別の基準値が
設定された[15]．血清 25(OH)D値は，中央値 24.7 ng/mL
で，約 25％がビタミンD欠乏（<20 ng/mL）と判定され
た．女児の血清25(OH)D値は男児と比べて低かった．冬
（12 ～ 2 月）と春（3 ～ 5 月）の測定と緯度が高い地域
ではビタミンD欠乏の発症頻度が高かった[16]．
・化学物質曝露

エコチル調査では有害な重金属 3 種（カドミウム，水
銀，鉛），および人に必須だが高曝露で有害となる金属
類 2 種（マンガン，セレン）について，妊婦の血液中濃
度を測定した．血中鉛濃度は過去 25 年間で 1/5 から 1/10
に減少していた．蓄積性が知られているカドミウムと鉛
は，母親の年齢が高いほど血中濃度が高かった．また，
カドミウムは喫煙，水銀は魚の摂取との関連が認められ
た．鉛はエコチル調査単独のデータでは，非アルコール
飲料のみ弱い関連が見られた[17]. さらに，国際連携に
より日本，ノルウェー，ドイツ，フランス，中国のデー
タを比較する解析を行った結果，喫煙，年齢，BMIが鉛
濃度の共通の要因であることが示された[18]．

妊娠中の喫煙と受動喫煙については，質問票に加えて
尿中コチニン（ニコチン代謝物）濃度による評価を行っ
た．89％の母体尿からコチニンが検出された．質問票の
回答による妊娠中の喫煙率は 5％であったが，コチニン
濃度のカットオフ値を基準とすると，約 8％が喫煙者に
分類された．約 80％の妊婦は本人の自覚なしにタバコ
煙に曝露されていることが示された[19]．

詳細調査参加者の家庭を対象とした環境調査において，
室内と屋外の揮発性有機化合物（VOC）と粒子状物質
（PM）を測定した．粒径10µm以下の粒子状物質は環境

基準があり，粒径2.5µm以下の微小粒子状物質（PM2.5）
は，呼吸器疾患や循環器疾患への影響が懸念されている．
PM2.5 およびPM10-2.5 濃度測定結果から，室内PM濃度
を減らすためには，屋外PMを部屋に入れない，室内で
の煙の発生を避ける，空気清浄機を使う，室内VOCの
発生要因を減らすことが重要であることが示された[20]．
室内で検出された主要なVOCはトルエン，ホルムアルデ
ヒドおよびアセトアルデヒドであり，これらの濃度を減
らすためには，屋外のVOC濃度の低下と窓の開閉の他，
室内発生源（石油ヒーターなど）の除去が重要であるこ
とが示された[21]．

農薬曝露については，詳細調査参加者を対象として，
妊婦の尿中有機リン系農薬の代謝産物であるジアルキル
リン酸（DAP）濃度を測定した結果が報告された．尿中
DAP濃度は既報と同程度であった．米国環境保護庁のリ
スク評価法を用いて評価した結果，許容リスクを超過し
ていた妊婦は 0.36％であり，日本人妊婦の有機リン系農
薬曝露によるリスクは低いと考えられた[22]．

2 ．児の健康・発達に関連する要因
千葉ユニットセンターの研究成果を中心に，出生時の

体格と児の発達の要因についての研究結果を紹介する．
・出生児の体格

子宮内での胎児発育不全は，生後の発達遅延や成長後
の慢性疾患のリスクを高めることが指摘されており，そ
の要因を減らすことは児の健康にとって重要な課題であ
る．エコチル調査では診療記録から出生時体格のデータ
を取得している．

従来，化学物質の有害性については個別の物質につい
て評価されることが多かった．しかし，実際の環境では
多種多様な化学物質が存在し，1 つの化学物質では健康
への影響がなくても，複数の化学物質の曝露によって影
響が生じる可能性がある．近年の解析手法の進歩によ
り，化学物質の複合影響を予測することが可能となって
きた．高谷らは，エコチル調査で妊婦の血液中の濃度を
測定した5種の金属類（カドミウム，水銀，鉛，マンガン，
セレン）について，それらの複合的な影響を含めて，新
生児の出生時の体格との関連を解析した．鉛とセレンは，
濃度が高いほど，児の出生時体重，身長，頭囲，胸囲が
減少し，必須栄養素であるマンガンは，濃度が高いほど，
出生時体重，身長，頭囲，胸囲が増加するという関連が
認められた．特に鉛は，体格の小さい児が生まれるリス
クとの関連が最も強く，胎児の成長抑制の一因であるこ
とが示唆された[23]．

コアセンターの西浜らは，エコチル調査から発表され
た論文により，低出生体重（2,500 g未満）との関連が
報告された要因について低出生体重に対する相対危険度
を推定した．妊娠中体重増加量（8 kg以下），出産歴（初
産），妊娠中の鉛曝露，妊娠高血圧症候群，妊娠中の喫煙，
出産時年齢（40 歳以上），子宮腺筋症既往歴で低出生体
重の 80%を説明できると推定された．妊娠中の体重増加
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量が少ないことは，低出生体重に最も大きく関連してい
た．妊娠中の鉛曝露と喫煙を防ぐことができれば，低出
生体重を約 27%低減できる可能性が示された[24]．
・児の発達

生後 6 か月から半年ごとの質問票で，発達スクリーニ
ング尺度ASQ-3®（Ages and Stages Questionnaires, Third 
Edition）を用い，①コミュニケーション，②粗大運動（走
る，歩く，座るなど），③微細運動（手先の器用さ，目
や口の動きなど），④問題解決（親からの指示理解など），
⑤個人－社会（スプーンの使用，服の着脱など）の 5 領
域で発達を評価した．ASQ-3 日本語版は，エコチル調査
パイロット調査の結果を用いて妥当性評価と基準値の設
定が行われ[25]，すでに出版されている．2 歳未満の乳
幼児期においてはデータ件数が少なく，基準値が安定し
ていない可能性があるが，今後は大規模なエコチル調査
のデータを用いてより信頼性の高い基準値が設定される
予定である[26]．

ASQ-3 を用いた発達スコアを用いて，受胎から生後の
環境まで，さまざまな要因と発達との関連について研究
が行われている．三宅らは，近年，出産年齢の高齢化と
ともに利用が増えている生殖補助医療（体外受精・顕微
授精）と 3 歳時のASQスコアとの関連を分析した．生殖
補助医療に限らず，その他の不妊治療（排卵誘発・人工
授精）でも，発達の遅れが疑われる子どもが多かったが，
年齢，出産経験などの親の背景と多胎の影響を取り除い
て解析を行うと，不妊治療と発達の遅れとの関連は見ら
れなかった．この結果から，生殖補助医療で生まれた子
どもに見られる発達の遅れの増加は，生殖補助医療技術
そのものに起因するとは言えず，主に，親の年齢など不
妊にかかわる要因と多胎妊娠，およびそれによって生じ
る妊娠合併症や母体内での胎児の発育不全に起因する可
能性が示された[27]．

山本らは，妊婦のマンガンの血中濃度に注目した．マ
ンガンは土壌や水に存在し，多くの食品に含まれる必須
栄養素だが，大気や粉じんの吸入によっても体内に取り
込まれ,大量曝露による神経系への影響が指摘されてい
る．研究の結果，妊婦の血中マンガン濃度が高いことと，
粗大運動領域の発達スコアのわずかな低下との関連が，
生後 6 か月～ 3 歳でほぼ一貫して認められた[28]．しか
し，妊娠中の血中マンガン濃度が高くなる環境では，生
後のマンガン曝露量も高い可能性がある．妊娠中と生後
のどちらが発達に関連しているのかを明らかにするには，
子どもの生体試料を利用した研究が必要である．また，
マンガンは必須栄養素でもあるため，妊娠中の食事でマ
ンガンの摂取を控えるべきではない．

久田らは，食事摂取頻度調査票（Food Frequency Ques-
tionnaire）[29]を用いて推定した妊娠中のヨウ素の摂取量
に注目した．ヨウ素は甲状腺ホルモンを構成する元素の
一つであり，子どもの精神運動発達にも重要と言われて
いる．海藻に多く含まれ，従来の日本人の食生活では不
足することはないと考えられていたが，半数を超える妊

婦が推定平均必要量や推奨量を摂取できていない可能性
が示された．妊娠中のヨウ素摂取量が少ないほど，1 歳
および 3 歳時点での発達の遅れが疑われる割合が高くな
る傾向が見られた[30]．

山本らは1歳，2歳，3歳のテレビ・ビデオ視聴と発達
スコアについて，個人差を考慮しても，それぞれに影響
があるかを分析した．その結果，メディア視聴時間が長
くなると， 1 年後の 5 領域全体の発達スコアが低くなる
という弱から中等度の強さの影響を，1歳から2歳，2歳
から 3 歳に一貫して認めた．コミュニケーション領域で
は，逆の影響（発達スコアが高いとメディア視聴時間が
短くなる）を，1 歳から 2 歳，2 歳から 3 歳に一貫して認
めた．さらに，発達スコアを高くする育児環境要因とし
て，年上の兄弟，保育園の利用，子どもへの読み聞かせ
の関連が示された[31]．この結果から，親に「子どもに
メディアを見せない指導」をすることは控えるべきであ
るが，メディアに頼らないよう各家庭でプランを立てる
ことや，家族や他の子どもとの交流を増やせる社会環境
づくりが有益と考えられる．

VII．今後のエコチル調査

エコチル調査は 40 歳程度まで調査期間が延長され，
今後は，化学物質をはじめとした環境要因と，不妊症，
精神神経疾患，生活習慣病等，年齢が上がってから発症
する疾病等との関連や，調査参加児の次世代の子どもへ
の健康影響等を確認することが可能となる．大規模かつ
長期間のデータの収集と分析には，時間も費用もかかる
が，両親や子どもの生体試料の分析や遺伝子解析が計画
的に進められている．多種多様なデータを用いて長期的
に調査を行うことにより，医学的知見を集積するだけで
なく，施策検討の基盤として安心・安全な環境実現につ
なげることや，国際間の比較を行うことで国際貢献でき
ることが期待されている．

これまでは，保護者の代諾により子どもを対象とした
調査を進めてきたが，今後は子ども自身の同意を得るこ
とが必要となる．長期間の調査を継続するためには，調
査協力者の参加意欲の維持がきわめて重要である．現在，
子どもたちの理解と調査協力の賛意を得るためにさまざ
まな取り組みを行っているが，将来的には子どもたちの
意見も取り入れるなど，参加者と調査実施者相互の信頼
感を高め，貢献し合う関係の構築が望まれる．
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付記

エコチル調査は，環境省の予算により実施されている．
本研究に示された見解は著者ら自らのものであり，環境
省の見解ではない．
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